
 
 

        第１章 計画的な環境政策の推進         

 
豊かな環境の保全と創造に向けて、環境基本条例に従い各種の条例・規則等を制定し、関係法令と

併せて適正に運用するとともに、「大阪２１世紀の新環境総合計画」に示した施策の方向等に基づき

各種の施策を総合的かつ計画的に推進しました。 

 

１ 環境基本条例等の施行  

■環境基本条例（1994年 3月） 

「人のこころがかよいあう豊かな環境の保全と創造」をめざして、生活環境、自然環境、都市環

境、地球環境に係る施策を総合的かつ計画的に推進しました。 

■循環型社会形成推進条例（2003年 3月） 

再生品の普及促進や不適正処理の根絶など循環型社会の形成に向けた施策を推進しました。 

■温暖化の防止等に関する条例（2005年 10月） 

事業活動における温室効果ガス及び人工排熱の排出抑制や建築物の省エネルギー等の環境配慮

など、地球温暖化防止及びヒートアイランド現象の緩和に向けた施策を推進しました。 

また、特定事業者の対象範囲の拡大や技術的助言及び立入調査の条項の追加、建築物環境性能表

示の義務付け等、条例及び規則の改正を行いました。（2012年３月改正） 

■生活環境の保全等に関する条例（1994年 3月） 

府民の健康の保護と生活環境の保全を図るため、公害防止に関する規制や生活環境の保全に関す

る施策を推進しました。 

2011年 10月には、事業者に対し、排ガス中のばい煙等の濃度や排水の汚染状態の測定結果に

ついて記録の保存を義務付け、違反者への罰則を創設するとともに、大気汚染に係る改善命令等の

発動要件を緩和し広く発動できるよう改正を行い、2011年 12月から施行しています。 

また、1,1-ジクロロエチレンの排水基準を見直しました。（2011年 11月施行） 

■水質汚濁防止法第３条第３項の規定による排水基準を定める条例（1974年 3月） 

府民の健康を保護し、又は生活環境を保全することを目的として、汚濁物質の排出を抑制するた

め、水質汚濁防止法の排水基準より厳しい排水基準を定めています。1,4-ジオキサンの排水基準の

設定（2012年５月施行）及び 1,1-ジクロロエチレンの排水基準の見直し（2011年 11月施行）

を行いました。 

■自然環境保全条例（1973年 3月） 

「大阪府自然環境保全地域」等の府内に残された貴重な自然環境の保全に努めるとともに、自然

環境の回復及び活用、緑の創出並びに生物多様性の確保に向けた取り組みを推進しました。2005

年 10月には、ヒートアイランド現象の緩和を図るため、建築物の敷地等における緑化の促進を目

的とした改正を行い、2006年 4月から施行しています。 

■環境影響評価条例（1998年 3月） 

規模が大きく、環境影響の程度が著しいものとなるおそれのある事業について、環境保全への適

正な配慮がなされるよう、事業者が実施した環境影響評価(よみうり文化センター再整備事業の方



 
 

法書等)及び事後調査(堺港発電所設備更新等)の審査を行いました。 

■景観条例（1998年 10月） 

景観法を活用し、12 箇所の景観計画区域内において、建築行為等を対象とした届出制度に基づ

く指導等を行いました。また、2012年度に歴史的街道区域を追加指定し、その中の重点区域の追

加指定について検討を行っています。 

■文化財保護条例（1969年 3月） 

条例に基づき指定された史跡、名勝、天然記念物を保護するため、整備、保存修理、保護増殖等

への助成や、開発地における文化財を保護するため開発関係者に対して指導を行いました。 

■放置自動車の適正な処理に関する条例（2004年 3月） 

府民の安全で快適な生活環境の保全及び地域の美観の維持を図るため、府所有地・管理地内の放

置自動車の適正かつ迅速な処理を行いました。 

 

２ 環境総合計画の推進 

2011年 3月に策定した「大阪 21世紀の新環境総合計画」に基づき、「府民がつくる、暮らしや

すい環境・エネルギー先進都市」の構築の実現に向け、「平成 23 年度において豊かな環境の保全及

び創造に関して講じようとする施策」をとりまとめ、下記に示す各分野について、諸施策を推進しま

した。 

また、新計画に基づく進行管理の方法を検討し、新たな方法による計画の進行管理を開始しました。 

 

 

  

計画に定める各分野の関連についての概念図 



 
 

３ 環境総合計画の進行管理 

計画の進行管理として、２つのＰＤＣＡ（Plan-Do-Check-Action）サイクルによる進行管理・

点検評価システムを導入しています。毎年度のＰＤＣＡサイクルにより個別の施策・事業の点検・評

価を行うとともに、複数年（３～４年）毎のＰＤＣＡサイクルにより計画に掲げた施策の方向や主要

施策の実施効果の検証を行い、急速な社会経済情勢の変化に柔軟に対応するとともに、施策のより効

率的、効果的な実施を図ることとしています。 

 

 毎年度のサイクル 複数年毎のサイクル 

Plan 

 

環境基本条例に掲げられた基本理念や、環境総
合計画で掲げられた中長期的な目標などを施策等
の方針とし、毎年度の施策実施プログラムとして
環境基本条例第 10条第 2項により、講じようと
する施策を府議会に報告するとともに公表。 

環境総合計画の策定 

Do 環境基本条例第 7条の施策の基本方針及び環境総
合計画の施策の展開方向を踏まえながら、様々な
施策や事業を実施・運用。 

計画の推進 

Check 環境基本条例第 10条第 1項により、毎年度、環
境の状況と豊かな環境の保全及び創造に関して講
じた施策を作成し、府環境審議会環境総合計画部
会で点検・評価。府議会に報告するとともに公表。 

計画に定められた 2020 年の目標（ア
ウトカム）毎に、関連する施策・事業を
対象に作成した施策評価レポート及び
工程表を府環境審議会環境総合計画部
会において点検・評価。 

Action 点検・評価結果等をもとに、施策・事業の内容や
選択について見直し。 

点検・評価結果をもとに、施策・事業の
内容や選択について見直し。必要に応
じ、計画の見直し。 

 

  



 
 

 

施策評価レポートを作成 

有識者からの意見も聴取し、目標の
達成に向けた施策の実施効果の検証
と、今後の進め方について検討 

府民に公表し、 

意見を募集 

環境総合計画に反映し、必要に 
応じて部分修正 

複数年毎の見直し手順 

環境施策の進行管理に関する PDCAサイクルの概念図 

議会報告・公表 

自己点検・評価 

部会での点検・評価 

議会報告・公表 

環境白書で公表 

環境審議会への報告 
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基本方針 
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